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平成１６年３月期　　個別中間財務諸表の概要                  
平成１５年１１月２１日

会 社 名　　　　　　テクノクオーツ株式会社　　　　　　登録銘柄
コード番号　　５ ２ １ ７　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本社所在都道府県      東京都
（ＵＲＬ　http://www.techno-q.com）
代　　表　　者　役職名　　　　取締役社長

氏　　　　名  森     憲  司
問い合わせ先　　責任者役職名  常務取締役 経理部長
　　　　　　　　氏　　　　名　大　室　　 赳　　　　　　　　　　　ＴＥＬ ０３（５３５４）８１７１
決算取締役会開催日　　平成１５年１１月２１日　　　　　中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　平成―年―月―日　　　　　       単元株制度採用の有無　有（１単元 1,000株）

１．１５年９月中間期の業績（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日）

(1) 経営成績                                                                                  （百万円未満切捨て）
売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

百万円       ％ 百万円       ％ 百万円       ％
１５年９月中間期 1,843 （△8.7） △8 (－） △10 (－）
１４年９月中間期 2,020 （△15.3） 25 （△95.1） 44 （△91.3）
１５年３月期 3,742 △25 6

中 間 (当 期) 純 利 益
1株当たり中間

(当期)純利益
百万円　　　％ 円　　銭

１５年９月中間期 △72 (－） △9 23
１４年９月中間期 18 （△92.7） 2 31
１５年３月期 △34 △4 48

(注)1．期中平均株式数 15年 9月中間期 7,799,600株 14年 9月中間期 7,799,600株 15年 3月期 7,799,600株
2．会計処理の方法の変更　　　無
3．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2) 配当状況

1株当たり
中間配当金

1株当たり
年間配当金

１５年９月中間期

１４年９月中間期

円　銭

――――

――――

円　銭

――――

――――

１５年３月期 ―――― 15    00

(3) 財政状態                                                                                 （百万円未満切捨て）
総　資　産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本

１５年９月中間期

１４年９月中間期

百万円

8,483
9,059

百万円

6,330
6,532

％

74.6
72.1

円　　銭

811    59
837    52

１５年３月期 8,752 6,486 74.1 831    63
(注)1.期末発行済株式数 15年 9月中間期 7,799,600株 14年９月中間期 7,799,600株 15年 3月期 7,799,600株

2. 期末自己株式数　15年 9月中間期 400株  14年９月中間期 400株  15年 3月期 400株

２．１６年３月期の業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）

1株当たり年間配当金
売　上　高 経常利益 当期純利益

期　末

百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭

通 　 期 3,884 △3 △89 15  00 15  00
(参考) 1株当たり予想当期純利益（通期）△11円 46銭
※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後さま

ざまな要因によって予想数値と異なる場合があります。

なお、上記業績予想に関する事項については、添付資料の７ﾍﾟｰｼﾞをご参照ください。
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3.個別財務諸表等

①【中間貸借対照表】

前中間会計期間末

(平成14年９月30日)

当中間会計期間末

(平成15年９月30日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成15年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円) 構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ流動資産

１.現金及び預金 1,397,481 1,228,966 1,059,708

２.受取手形 169,361 164,151 152,775

３.売掛金 1,076,980 980,554 990,202

４.たな卸資産 1,671,940 1,424,747 1,808,534

５.その他 243,961 153,604 142,692

貸倒引当金 △1,200 △1,100 △1,100

流動資産合計 4,558,525 50.3 3,950,924 46.6 4,152,812 47.5

Ⅱ固定資産

１.有形固定資産

(1) 建物 ※1､2 1,758,540 1,630,309 1,690,935

(2) 機械及び装置 ※1 728,494 641,681 704,668

(3) 土地 ※2､3 1,068,870 1,068,870 1,068,870

(4) 建設仮勘定 ― 4,851 9,544

(5) その他 ※1､2 206,262 172,463 175,278

有形固定資産合計 3,762,167 41.5 3,518,175 41.4 3,649,296 41.7

２.無形固定資産 68,631 0.8 55,141 0.7 62,659 0.7

３.投資その他の資産

(1) 投資有価証券 152,583 210,446 150,001

(2) 関係会社出資金 ― 549,961 ―

(3) その他 ※4 608,285 292,527 828,476

貸倒引当金 △91,000 △94,100 △91,100

投資その他の資産

合計 669,869 7.4 958,836 11.3 887,377 10.1

固定資産合計 4,500,668 49.7 4,532,153 53.4 4,599,333 52.5

資産合計 9,059,194 100.0 8,483,078 100.0 8,752,146 100.0
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前中間会計期間末

(平成14年９月30日)

当中間会計期間末

(平成15年９月30日)

前事業年度
要約貸借対照表

(平成15年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円) 構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ流動負債

１.支払手形 179,007 123,794 167,887

２.買掛金 204,112 86,039 52,174

３.短期借入金 ※2 527,592 614,720 525,972

４.未払法人税等 42,880 16,759 ―

５.未払消費税等 ※5 37,337 23,677 47,209

６.賞与引当金 96,701 100,835 96,188

７.その他 156,182 144,581 165,444

流動負債合計 1,243,812 13.7 1,110,408 13.1 1,054,875 12.1

Ⅱ固定負債

１.長期借入金 ※2 1,052,236 922,917 1,044,260

２.退職給付引当金 77,129 67,938 80,370

３.役員退職金引当金 31,685 39,946 36,015

４.その他 122,026 11,719 50,274

固定負債合計 1,283,078 14.2 1,042,520 12.3 1,210,919 13.8

負債合計 2,526,891 27.9 2,152,929 25.4 2,265,794 25.9

(資本の部)

Ⅰ資本金 829,350 9.2 829,350 9.8 829,350 9.5

Ⅱ資本剰余金

資本準備金 1,015,260 1,015,260 1,015,260

資本剰余金合計 1,015,260 11.2 1,015,260 11.9 1,015,260 11.6

Ⅲ利益剰余金

利益準備金 161,637 161,637 161,637

任意積立金 4,481,179 4,321,774 4,481,179

中間(当期)未処分利益
又は中間(当期)未処理
損失（△） 58,857 △23,727 5,919

利益剰余金合計 4,701,673 51.8 4,459,684 52.6 4,648,735 53.0

Ⅳその他有価証券

評価差額金 △12,971 △0.1 26,864 0.3 △5,984 △0.0

Ⅴ自己株式 △１,011 △0.0 △１,011 △0.0 △１,011 △0.0

資本合計 6,532,302 72.1 6,330,149 74.6 6,486,351 74.1

負債・資本合計 9,059,194 100.0 8,483,078 100.0 8,752,146 100.0
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② 【中間損益計算書】

前中間会計期間

(自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円) 百分比
(％)

Ⅰ売上高 2,020,954 100.0 1,843,818 100.0 3,742,548 100.0

Ⅱ売上原価 ※４ 1,513,787 74.9 1,430,810 77.6 2,859,924 76.4

売上総利益 507,166 25.1 413,008 22.4 882,624 23.6

Ⅲ販売費及び一般管理費 ※４ 481,546 23.8 421,015 22.8 908,244 24.3

営業利益又は

営業損失(△) 25,619 1.3 △8,007 △0.4 △25,620 △0.7

Ⅳ営業外収益 29,833 1.4 9,062 0.5 55,870 1.5

Ⅴ営業外費用 ※１ 10,460 0.5 11,261 0.6 24,228 0.6

経常利益又は

経常損失(△) 44,992 2.2 △10,206 △0.5 6,022 0.2

Ⅵ特別利益 ※２ 39,497 2.0 ― 39,597 1.1

Ⅶ特別損失 ※３ 40,662 2.0 93,608 5.1 82,245 2.2

税引前中間（当期）

純利益又は

税引前中間（当期）

純損失(△) 43,828 2.2 △103,815 △5.6 △36,625 △0.9

法人税、住民税

及び事業税
42,000 15,000 36,000

法人税等調整額 △16,189 25,810 1.3 △46,758 △31,758 △1.7 △37,704 △1,704 △0.0

中間（当期）純利益

又は中間（当期）

純損失(△) 18,017 0.9 △72,057 △3.9 △34,920 △0.9

前期繰越利益 40,839 48,329 40,839

中間（当期）未処分

利益又は中間（当期）

未処理損失(△) 58,857 △23,727 5,919
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

前中間会計期間
(自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

前事業年度
(自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日)

１.資産の評価基準及び評価方法
(1) たな卸資産
製品及び仕掛品

個別法に基づく原価法

なお、仕掛原材料について

は移動平均法に基づく原価法

によっております。

原材料及び貯蔵品

移動平均法に基づく原価法

１.資産の評価基準及び評価方法
(1) たな卸資産

同左

１.資産の評価基準及び評価方法
(1) たな卸資産

同左

(2) 有価証券
子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法

(評価差額は、全部資本直
入法により処理し、売却原

価は、総平均法により算定)
時価のないもの

総平均法による原価法

(2) 有価証券
同左

(2) 有価証券
子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算末日の市場価格等に基

づく時価法

(評価差額は、全部資本直
入法により処理し、売却原

価は、総平均法により算定)
時価のないもの

同左

２.固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産
定率法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。

ただし、平成10年４月１
日以降取得した建物(附属設
備を除く)については、定額
法によっております。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物             5～40年
機械及び装置    2～17年

２.固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産
定率法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。

ただし、平成10年４月１
日以降取得した建物(附属設
備を除く)については、定額
法によっております。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物             5～40年
機械及び装置    2～17年

  

２.固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産
定率法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。

ただし、平成10年４月１
日以降取得した建物(附属設
備を除く)については、定額
法によっております。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物             5～40年
機械及び装置    2～17年

(2) 無形固定資産
定額法によっております。

なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

ただし、ソフトウェア(自
社利用分)については、社内
における利用可能期間(５年)
に基づく定額法によっており

ます。

(2) 無形固定資産
同左

(2) 無形固定資産
同左
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前中間会計期間
(自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

前事業年度
(自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日)

３.引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えるため

一般債権については、貸倒実績

率法によっており、貸倒懸念債

権及び破産更生債権等について

は、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上して

おります。

３.引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

同左

３.引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金
従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち

当中間会計期間末の費用負担額

を計上しております。

(2) 賞与引当金
同左

(2) 賞与引当金
従業員の賞与の支給に備える

ため、将来の支給見込額のうち

当期の費用負担額を計上してお

ります。

(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産に基づき、当中

間会計期間末において発生して

いると認められる額を費用計上

しております。

(3) 退職給付引当金
同左

(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産に基づき、当期

末において発生している額を計

上しております。

(4) 役員退職金引当金
役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職金規程に基

づく中間会計期間末要支給額を

計上しております。

(4) 役員退職金引当金
同左

(4) 役員退職金引当金
役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職金規程に基

づく期末要支給額を計上してお

ります。

４.リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

４.リース取引の処理方法
同左

４.リース取引の処理方法
同左

５.ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッ

ジ処理によっております。なお、

為替予約が付されている外貨建金

銭債権債務については、振当処理

を採用しております。

ヘッジ手段として為替予約を実

施しており、ヘッジ対象は外貨建

予定取引等であります。

５.ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッ

ジ処理によっております。なお、

為替予約が付されている外貨建金

銭債権債務については、振当処理

を採用しております。

ヘッジ手段として為替予約を実

施しており、ヘッジ対象は外貨建

予定取引等であります。

ヘッジ取引は実需に基づいたリ

スクのみを対象とし、投機的な手

段としては行っておりません。

５.ヘッジ会計の方法
ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッ

ジ処理によっております。なお、

為替予約が付されている外貨建金

銭債権債務については、振当処理

を採用しております。

ヘッジ手段として為替予約を実

施しており、ヘッジ対象は外貨建

予定取引等であります。

６.その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。

６.その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左

６.その他財務諸表作成のための重
要な事項

消費税等の会計処理

同左
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会計処理の変更

前中間会計期間
(自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

前事業年度
(自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日)

　 ――――― 　 ―――――
（自己株式及び法定準備金取崩等に

関する会計基準）

当事業年度から「企業会計基

準第１号  自己株式及び法定準備
金の取崩等に関する会計基準」

（平成14年2月21日 企業会計基
準委員会）を適用しております。

この変更による損益への影響

はありません。

なお、財務諸表等規則の改正に

より、当事業年度における貸借対

照表の資本の部については、以下

のとおり表示を変更しておりま

す。

１.前事業年度において独立掲記
しておりました「資本準備金」

は、当事業年度においては「資

本剰余金」の内訳科目として表

示しております。

２.前事業年度において独立掲記
しておりました「利益準備金」

は、当事業年度においては「利

益剰余金」の内訳科目として表

示しております。

３.前事業年度において「その他
の剰余金」の内訳科目として表

示しておりました「任意積立

金」は、当事業年度においては

「利益剰余金」の内訳科目とし

て表示しております。

４.前事業年度において「その他の
剰余金」の内訳科目として表示

しておりました「当期未処分利

益」は、当事業年度においては

「利益剰余金」の内訳科目とし

て表示しております。

（1株当たり当期純利益に関する会
計基準等）

当事業年度から「1株当たり当
期純利益に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成14年9月25
日 企業会計基準第2号）及び｢1株
当たり当期純利益に関する会計基

準の適用指針｣（企業会計基準委

員会 平成14年9月25日 企業会計
基準適用指針第4号）を適用して
おります。

なお、同会計基準及び適用指針

の適用に伴う影響については、（1
株当たり情報）注記事項に記載の

とおりであります。
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表示方法の変更

前中間会計期間
(自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

　 ―――――
(中間貸借対照表)
前中間会計期間において投資そ

の他の資産の「その他」に含めて

表示しておりました｢関係会社出資

金｣(前中間会計期間200,000千円)に
ついては、資産総額の100分の5超
となったため、当中間会計期間よ

り区分掲記しております。

追加情報

前中間会計期間
(自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

前事業年度
(自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日)

（自己株式及び法定準備金取崩等会

計）

当中間期から「自己株式及び

法定準備金の取崩等に関する会

計基準」（企業会計基準第1号）
を適用しております。これによ

る当中間期の損益に与える影響

はありません。

（中間貸借対照表）

中間財務諸表等規則の改正に

より当中間会計期間から「資本

準備金」は「資本剰余金」の内

訳として、「利益準備金」「任意

積立金」「中間未処分利益」は「利

益剰余金」の内訳として表示し

ております。

　 ――――― 　 ―――――
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

前中間会計期間末
(平成14年９月30日)

当中間会計期間末
(平成15年９月30日)

前事業年度末
(平成15年３月31日)

※１有形固定資産の減価償却累計額

2,100,296千円
※１有形固定資産の減価償却累計額

2,459,406千円
※１有形固定資産の減価償却累計額

2,297,219千円
※２資産につき担保している担保権

の明細

担保資産

※２資産につき担保している担保

権の明細

担保資産

※２資産につき担保している担保権

の明細

担保資産

建物        1,695,451千円 建物        1,565,789千円 建物        1,618,430千円

構築物        107,966千円 構築物         84,543千円 構築物         91,639千円

(有形固定資産「その他」に
含む)

(有形固定資産「その他」に
含む)

(有形固定資産「その他」に
含む)

土地          990,078千円 土地          990,078千円 土地          990,078千円

計         2,793,495千円 計         2,640,411千円 計         2,700,148千円

担保資産に対応する債務

       短期借入金    269,992千円
担保資産に対応する債務

       短期借入金    273,992千円
担保資産に対応する債務

       短期借入金    250,792千円
(１年内返済予定長期借入金
を含む)

(１年内返済予定長期借入金
を含む)

(１年内返済予定長期借入金
を含む)

       長期借入金    695,036千円        長期借入金    561,644千円        長期借入金    646,540千円
         計           965,028千円          計           835,636千円          計   897,332千円

※３過年度に取得した土地のうち国

庫補助金等による圧縮記帳額は

300,000千円であり、中間貸借
対照表計上額はこの圧縮記帳額

を控除しております。

※３過年度に取得した土地のうち国

庫補助金等による圧縮記帳額は

300,000千円であり、中間貸借
対照表計上額はこの圧縮記帳額

を控除しております。

※３過年度に取得した土地のうち国

庫補助金等による圧縮記帳額は

300,000千円であり、貸借対照
表計上額はこの圧縮記帳額を控

除しております。

※４ヘッジ手段に係る損益または評

価差額は、純額で繰延ヘッジ損

失に計上しております。

なお、相殺前の繰延ヘッジ

損失及び繰延ヘッジ利益の総額

は次のとおりであります。

（投資その他の資産「その他」）

繰延ヘッジ損失 36,953千円
繰延ヘッジ利益 25,233千円

―――――

差引 11,719千円

―――――

※５消費税等の表示方法

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、「未払消費税

等」として記載しております。

※５消費税等の表示方法

同左

※５　　　 ―――――
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 (中間損益計算書関係)

前中間会計期間
(自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

前事業年度
(自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日)

※１営業外費用のうち重要なもの

支払利息          10,352千円
※１営業外費用のうち重要なもの

支払利息            9,881千円
※１営業外費用のうち重要なもの

支払利息          20,398千円

※２特別利益のうち重要なもの

保険金収入        37,597千円
※２        ――――― ※２特別利益のうち重要なもの

保険金収入        37,597千円

※３特別損失のうち重要なもの ※３特別損失のうち重要なもの ※３特別損失のうち重要なもの

工場移設費用 25,742千円 たな卸資産評価損 69,433千円 投資有価証券評価損 35,117千円

火災損失 11,357千円 関係会社株式評価損 20,628千円 工場移設費用 26,470千円

火災損失 11,357千円

※４減価償却実施額 ※４減価償却実施額 ※４減価償却実施額

有形固定資産 185,603千円 有形固定資産 165,178千円 有形固定資産 384,059千円

無形固定資産 7,651千円 無形固定資産 7,757千円 無形固定資産 15,963千円
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(リース取引関係)

前中間会計期間
(自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

前事業年度
(自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１.リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

備品

(有形固定資産｢その他｣に含む)
取得価額相当額        6,600千円
減価償却累計額相当額   660千円
中間期末残高相当額    5,940千円

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１.リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

備品

(有形固定資産｢その他｣に含む)
取得価額相当額        6,600千円
減価償却累計額相当額 1,980千円
中間期末残高相当額    4,620千円

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

１.リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

備品

(有形固定資産｢その他｣に含む)
取得価額相当額        6,600千円
減価償却累計額相当額 1,320千円
期末残高相当額        5,280千円

  なお、取得価額相当額の算定は、
有形固定資産の中間期末残高等に

占める未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、「支払利子込

み法」によっております。

  なお、取得価額相当額の算定は、
有形固定資産の中間期末残高等に

占める未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、「支払利子込

み法」によっております。

  なお、取得価額相当額の算定は、
有形固定資産の期末残高等に占め

る未経過リース料期末残高の割合

が低いため、「支払利子込み法」に

よっております。

２.未経過リース料中間期末残高相
当額

1年内               1,320千円
1年超               4,620千円
合計               5,940千円

２.未経過リース料中間期末残高相
当額

1年内               1,320千円
1年超               3,300千円
合計               4,620千円

２.未経過リース料期末残高相当額

1年内               1,320千円
1年超               3,960千円
合計               5,280千円

なお、未経過リース料中間期末

残高相当額の算定は、有形固定資

産の中間期末残高等に占める未経

過リース料中間期末の割合が低い

ため、「支払利子込み法」によって

おります。

なお、未経過リース料中間期末

残高相当額の算定は、有形固定資

産の中間期末残高等に占める未経

過リース料中間期末の割合が低い

ため、「支払利子込み法」によって

おります。

なお、未経過リース料期末残高

相当額の算定は、有形固定資産の

期末残高等に占める未経過リース

料期末残高の割合が低いため、「支

払利子込み法」によっております。

３.支払リース料及び減価償却費相
当額
支払リース料　　　  660千円
減価償却費相当額  　660千円

３.支払リース料及び減価償却費相
当額
支払リース料　　　  660千円
減価償却費相当額  　660千円

３.支払リース料及び減価償却費相
当額
支払リース料 　　　 1,320千円
減価償却費相当額    1,320千円

４.減価償却費相当額の算定方法
　　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

４.減価償却費相当額の算定方法
同左

４.減価償却費相当額の算定方法
同左

  

前中間会計期間末(平成14年９月30日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

当中間会計期間末(平成15年９月30日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

前事業年度末(平成15年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。
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(１株当たり情報)

前中間会計期間
(自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

前事業年度
(自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日)

１株当たり純資産額     837円52銭 １株当たり純資産額     811円59銭 １株当たり純資産額     831円63銭

１株当たり中間純利益     2円31銭 １株当たり中間純損失     9円23銭 １株当たり当期純損失     4円48銭

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、新株引受権付社債

等を発行していないため記載してお

りません。

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、１株当たり中間純

損失が計上されており、また、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、1株当たり当期純
損失が計上されており、また、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。

1株当たり中間純損失の算定上の
基礎

中間損益計算書

上の中間純損失 72,057千円
普通株式に係る

中間純損失 72,057千円
  普通株主に帰属しない金額の主要
な内訳

該当事項はありません。

(追加情報)
当中間会計期間より｢1株当たり
当期純利益に関する会計基準｣(企業
会計基準委員会 平成14年９月25日
企業会計基準第２号)及び｢1株当た
り当期純利益に関する会計基準の適

用指針｣(企業会計基準委員会 平成
14年９月25日 企業会計基準第４号)
を適用しております。

これによる影響額はありません。
普通株式の期中

平均株式数 7,799,600株

当事業年度から「1 株当たり当期
純利益に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成 14年 9月 25 日
企業会計基準第 2 号）及び「1 株当
たり当期純利益に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会 平
成 14年 9 月 25 日 企業会計基準適
用指針第 4 号）を適用しておりま
す。

これによる影響額はありません。

1株当たり中間純利益の算定上の
基礎

1株当たり当期純損失の算定上の
基礎

中間損益計算書上

の中間純利益 18,017千円
損益計算書上の

当期純損失 34,920千円
普通株式に係る中

間純利益 18,017千円
普通株式に係る

当期純損失 34,920千円
普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

該当事項はありません。

  普通株主に帰属しない金額の主要
な内訳

該当事項はありません。

普通株式の期中

平均株式数 7,799,600株
普通株式の期中

平均株式数 7,799,600株
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(重要な後発事象)

前中間会計期間
(自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日)

前事業年度
(自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日)

―――――――――
当社は平成15年10月27日の取締
役会決議において、当社の子会社で

あるTECHNO QUARTZ SINGA               

PORE PTE LTD.を清算することに
決定いたしました。

1.清算に至った経緯
TECHNO QUARTZ SINGAPOR

E PTE LTD.は当社製品の販売を主
な業としておりますが、昨今の半導

体市況の低迷並びに製品価格競争の

激化により、当初計画した売上計画

が達成できず、事業の好転が見込め

ないことから清算することにいたし

ました。

2.清算に伴う損失見込額
当該清算決議に伴い、同社株式

の評価損（20,628千円）を計上し
ており、これ以上の当社負担額は発

生しない見込であります。

3.清算日程
平成16年6月に清算結了を予定し
ております。

4.TECHNO QUARTZ SINGAPO
RE PTE LTD.の概要
①設立年月日  平成12年12月
②代表者           森  憲司
③資本金      SIN$300,000

20,628千円
④当社出資比率       100%

―――――――――
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４．品目別売上高明細表

(千円未満切捨表示)

14年9月期(27期)

平成14年4月１日から

平成14年9月30日まで

15年9月期(28期)

平成15年4月１日から

平成15年9月30日まで

15年3月期(27期)

平成14年4月１日から

平成15年3月31日まで
品         目

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1,957,762 96.9 1,779,036 96.5 3,603,425 96.3
半導体製造装置用製品

(258,744) (12.8) (362,549) (19.7) （539,133） (14.4）

理化学機器用製品 41,297 2.0 50,299 2.7 101,230 2.7

21,564 1.1 14,482 0.8 37,252 1.0
電化製品その他

(―) (―) (1,555) (0.0) （911） (0.0）

製
   
品

小計 2,020,624 100.0 1,843,818 100.0 3,741,907 100.0

半導体製造装置用製品 330 0.0 ― ― 641 0.0加
工
品

小計 330 0.0 ― ― 641 0.0

2,020,954 100.0 1,843,818 100.0 3,742,548 100.0合計
(258,744) (12.8) (364,104) (19.7) （540,045） (14.4）

 (注) 1.金額は販売価格によっております。

　　 2.金額は消費税等を含んでおりません。

3.(　)内の数字（内書）は、輸出金額及び輸出割合であります。

５．主要製品・商品の期中受注高及び受注残高

(千円未満切捨表示)

14年9月期(27期)

平成14年4月１日から

平成14年9月30日まで

15年9月期(28期)

平成15年4月１日から

平成15年9月30日まで

15年3月期(27期)

平成14年4月１日から

平成15年3月31日まで
受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高

品       目

金額 金額 構成比 金額 金額 構成比 金額 金額 構成比

千円 千円 ％ 千円 千円 ％ 千円 千円 ％

半導体製造装置用製品 2,137,305 723,387 97.8 1,744,101 649,621 98.6 3,744,229 684,556 98.8
(346,548) (172,237) (23.3) (355,414) (206,877) (31.4) (668,712) (214,012) (30.9)

理化学機器用製品 46,743 7,886 1.1 48,696 2,850 0.4 103,244 4,454 0.6

22,261 8,630 1.1 16,520 6,289 1.0 33,569 4,251 0.6
電化製品その他

(―) (―) (―) (2,894) (1,339) (0.6) (911) (―) (―)

製
   
品

小計 2,206,310 739,904 100.0 1,809,318 658,761 100.0 3,881,043 693,262 100.0

半導体製造装置用製品 330 ― ― ― ― ― 549 ― ―加
工
品

小計 330 ― ― ― ― ― 549 ― ―

2,206,640 739,904 100.0 1,809,318 658,761 100.0 3,881,592 693,262 100.0
合計

(346,548) (172,237) (23.3) (358,309) (208,216) (31.6) (669,623) (214,012) (30.9)

(注) 1.金額は販売価格によっております。

2.金額は消費税等を含んでおりません。

3.(　)内の数字（内書）は、輸出金額及び輸出割合であります。
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